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港湾雇用安定等計画の達成状況等について

計画（平成２６年４月施行）の概要 実 績 達成状況等

１.計画の基本的な考え方

（１）計画のねらい
○ この計画は、６大港（東京、横浜、名古屋、大阪、神戸
及び関門の各港湾）における港湾労働者に係る労働力需給調
整、雇用改善、能力の開発・向上に関し、国、都府県、港湾
労働者雇用安定センター（以下「センター」という 、事業。）
主及び事業主団体が講ずべき措置の指針を示すものである。

（２）計画の背景と課題

【 】イ 港湾労働者の雇用改善及び能力開発・向上の現状 ・実労働時間の変遷 参考資料１のＰ１
○ 港湾運送事業は、貨物の取扱量が日ごとに変動するとい （港湾） 平成２４年 ： １９０時間
う特徴（港湾運送の波動性）を有しており、企業外労働力に 平成２９年 ： １９６時間
依存せざるを得ない状況にある。企業外労働力として日雇労 （全産業）平成２４年 ： １７８時間
働者に依存することは労働者の雇用の安定上も問題があるだ 平成２９年 ： １７８時間

【 】けではなく、その就労に際し、第三者が不当に介入する弊害 ・月間所定労働時間の変遷 参考資料１のＰ１
も生ずる恐れがある。 （港湾） 平成２４年 ： １６２時間
また、港湾運送事業主には、中小企業が多いこともあり、 平成２９年 ： １６１時間
他の産業に比して、雇用改善、能力開発について、なお改善 （全産業）平成２４年 ： １６５時間
の余地のある状況にある。 平成２９年 ： １６５時間

【 】・月間所定外労働時間の変遷 参考資料１のＰ１
（港湾） 平成２４年 ： ２８時間

平成２９年 ： ３５時間
（全産業）平成２４年 ： １３時間

平成２９年 ： １３時間

【 】・１月あたり賃金の変遷 参考資料１のＰ１
（港湾） 平成２４年 ： ３４１，３００円

平成２９年 ： ３６２，１００円
（全産業） 平成２４年 ： ３２５，６００円

平成２９年 ： ３３３，８００円

【 】ロ 今後の港湾労働対策の課題 ・６大港におけるコンテナ化率 参考資料１のＰ３
○ 上記に加え、規制改革の影響や、貨物輸送のコンテナ化 平成２３年度 ： ６９．２％
等の近代的荷役の進展など、近年、港湾労働を取り巻く環境 平成２４年度 ： ６８．６％
が大きく変化している。港湾労働者自身が高度な技能・技術 平成２５年度 ： ６８．５％
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を習得することはもちろん、港湾運送事業主においても高度 平成２６年度 ： ６７．９％
な技能労働者を確保することが課題となっている。 平成２７年度 ： ６８．４％

○ 今後の港湾労働対策においては 「港湾労働者派遣制度」、
の適切な運営及び有効活用の促進、港湾労働を取り巻く環境
の変化に的確に対応した港湾労働者の雇用改善、能力開発及
び向上を促進するための施策の推進等を通じて、引き続き港
湾労働者の雇用の安定その他の港湾労働者の福祉の増進を図
っていくことが重要である。

（３）計画の期間

○ 計画の期間は、平成２６年度から平成３０年度までとす
る。

２．港湾労働者の雇用の動向に関する事項

【 】（１）港湾運送量の動向 ・船舶積卸量 参考資料１のＰ３
○ ６大港の船舶積卸量は、平成２１年度以降増加傾向にあ 平成２３年度 ： ６６８百万トン
り、平成２３年度においては、６６８百万トン。これに占め 平成２４年度 ： ６７６百万トン
るコンテナ貨物の割合は、６９．２％。 平成２５年度 ： ６８３百万トン

平成２６年度 ： ６８５百万トン
平成２７年度 ： ６５９百万トン

【 】（２）港湾労働者の雇用の動向 ・常用港湾労働者数 参考資料１のＰ４
○ ６大港における常用港湾労働者数は、平成１４年度以降 平成２５年度 ： ３２，９２０人
増加傾向にあり 平成２４年度においては ３２ ６１９人 平成２６年度 ： ３３，６０４人、 、 ， 。

平成２７年度 ： ３３，４０３人
○ ６大港における常用港湾労働者の月間平均就労延日数は 平成２８年度 ： ３３，６１５人、
港湾労働者の企業常用化の推進により、平成２４年度におい 平成２９年度 ： ３３，６３９人
ては、約５４万４千人日（港湾労働者派遣制度による就労人

【 】日を含む ）であり、全体の９６．８％を占める。 ・月間平均就労延日数。 参考資料１のＰ４
， （ ． ）平成２５年度：５４１ １８８人日 ９６ ９％
， （ ． ）平成２６年度：５４７ ７６４人日 ９７ １％
， （ ． ）平成２７年度：５３３ ９０３人日 ９６ ９％
， （ ． ）平成２８年度：５３１ ９３７人日 ９６ ９％
， （ ． ）平成２９年度：５３２ ６７６人日 ９６ ８％

３．労働力の需給調整の目標に関する事項

（１）労働力需給調整の目標 ・国の目標としては達成。
○ 港湾における荷役作業については、今後とも、各事業主 【達成理由】
に雇用される常用労働者による対応を原則とし、企業外労働 雇用保険二事業において、派
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力としては港湾労働者派遣制度による他の事業主に雇用され 遣のあっせんによる派遣成立
る常用労働者による対応を原則とすることについて徹底を図 の目標を８３％以上とし、安
ることにより 港湾労働者の常用化を更に推進するとともに 定センターにおいて、積極的、 、
常用労働者の雇用の安定に一層努める。 に労働力の需給の調整に関す

る情報収集、整理等を行いあ
っせんを行った結果目標を達

（２）労働力需給調整に関して講ずべき措置 成。

イ 国及び都府県が講ずる措置 ・引き続き実施。今後も、業
○ 事業所等の積極的な訪問等を通じ、必要な指導を行うこ 務統計にて実績を把握し、就
とにより、港湾荷役作業については、各事業主に雇用される 労状況の推移について注視し
常用労働者によって処理することを原則とする港湾労働法の ていくこととする。
趣旨及び目的の更なる周知徹底を図る。

○ 港湾労働者派遣制度の適正な運営・有効活用の促進及び ・港湾派遣労働者の就労状況（括弧内は就労割合）
【参考資料１のＰ４】雇用秩序維持対策を講ずることにより、常用労働者の就労の

機会を確保し、その雇用の安定を図る。 平成２５年度：２，２７３人日（０．４％）
平成２６年度：２，３９１人日（０．４％）
平成２７年度：２，２２４人日（０．４％）
平成２８年度：２，２２４人日（０．４％）
平成２９年度：２，２０２人日（０．４％）

○ 事業主が求める人材及び日雇い労働者が有する技能・経 ・直接雇用の日雇労働者の就労状況（括弧内は就労 ・引き続き実施
験等のマッチングが各港湾の固有の事情に応じて円滑に図ら 割合）
れるよう、事業主・事業主団体とも連携しつつ、公共職業安 平成２５年度：１５,８１６人日（２．８％）
定所による適格な紹介の実施に向けた機能の充実・強化を図 平成２６年度：１４,４４０人日（２．６％）
る。 平成２７年度：１５,０６１人日（２．７％）
また、各事業主における直接雇用の日雇労働者の利用状況 平成２８年度：１５,０１６人日（２．７％）
の的確な把握に引き続き努め、多数使用する事業主に対して 平成２９年度：１６，０７９人日（２．９％）
は、雇用管理に関する勧告を含め、必要な指導を行い、直接
雇用の日雇労働者の月間平均就労延日数の減少に更に努め
る。

○ 港湾労働法遵守強化旬間等を通じて、港湾関係者の遵法 ・平成２５年度における雇用秩序連絡会議の実施回
意識の一層の高揚を図るとともに、雇用秩序連絡会議の積極 数は６大港全体で９回。平成２９年度については、

【 】的開催、港湾労働者からの申告に対する迅速な対応、効果的 ９回の開催。 参考資料１のＰ13
【 】な現場パトロール及び立入検査の実施、雇用管理に関する適 ・現場パトロール実施事業所数 参考資料１のＰ10

時適切な勧告等を引き続き実施することにより、違法就労の 平成２５年：３，０７０事業所
防止を図る。 平成２６年：３，０１７事業所
また、労働者派遣法又は職業安定法に違反する形態による 平成２７年：２，８９０事業所
労働力の需給調整については、その是正指導及び防止の更な 平成２８年：２，７７９事業所
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る徹底を図る。 平成２９年：２，７１３事業所
・事業所訪問指導及び立入検査の実施状況

【 】参考資料１のＰ10
平成２５年： ６５３事業所
平成２６年： ６６８事業所
平成２７年： ６３７事業所
平成２８年： ６７１事業所
平成２９年： ７２０事業所

○ 公共職業安定所においては、常用労働者に係る適格な紹 ・安定所紹介就労 ・適切に実施。引き続き実施
介の実施 求人・求職情報の積極的な提供等を行うとともに 平成２５年度：１,９４７人日（０．３％） していくこととする。、 、
事業主が求める人材及び日雇労働者が有する技能・経験等の 平成２６年度：１,９６９人日（０．３％）
マッチングが各港湾における固有の事情に応じて円滑に図ら 平成２７年度：１,９８６人日（０．４％）
れるよう、事業主及び事業主団体とも連携しつつ日雇労働者 平成２８年度：１,８０５人日（０．３％）
の求職の動向等の的確な把握に努め、公共職業安定所の紹介 平成２９年度：１,５８７人日（０．３％）
による必要な労働力の確保に努める。

・適宜連携をとりながら指導している。

○ 港湾労働雇用安定センターが行う事業主支援業務及び雇 ・適宜連携をとりながら指導している。 ・適切に実施。引き続き実施
用安定事業関係業務の実施について必要な指導及び助言を行 なお、事業所訪問等を通じ、必要な指導を実施し していくこととする。
う。 ている。

○ 共同受注・共同就労を基準に照らし適正な請負として実
施すべきことについて、事業所等の積極的な訪問等を通じ、
必要な指導を行う。

ロ センターが講ずる措置
。 （ ）。○ 業務の具体的内容、求められる技能等に関するあっせん ・国の政策評価として、港湾労働者派遣事業におけ ・達成 引き続き実施 再掲

申込み内容をきめ細やかに収集・確認の上であっせん先に対 る派遣あっせんによる派遣成立の目標８３％以上
して情報提供を行う等港湾労働者派遣制度に係る情報の迅速
な収集及び提供をこれまで以上に積極的に行い、そのあっせ
ん機能の充実及び強化を行う。

【 】○ あっせんに係る要請の内容をきめ細やかに確認するとと ・相談実施件数 参考資料１のＰ22
もに、事業主、港湾労働者等に対して、港湾労働者派遣事業 平成２５年度：５，４９３件
に関する相談その他の援助を行う。 平成２６年度：６，４３２件

平成２７年度：７，０１９件
平成２８年度：６，５５０件
平成２９年度：６，６７４件
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ハ 事業主及び事業主団体が講ずる措置 ・安定所紹介就労（Ｐ４参照） ・引き続き実施。
○ 公共職業安定所による適格な紹介の実施に向けた機能の
充実・強化に係る取組に対して積極的に協力する等、直接雇
用の日雇労働者の利用が例外的となるように努める。

○ 港湾労働法に定められた届出、報告等の手続を適正に実 ・適正に実施。
施する。

、○ 港湾労働者の派遣の送出し又は受入れを求める場合には
センターに対して、具体的な業務内容、必要とされる技能等
具体的かつ詳細な情報を積極的に提供するよう努めるととも
に、センターが行うあっせんに協力するよう努める。

○ 事業主団体は、事業主が講ずる上記措置について、事業
主に対する周知徹底、必要な助言その他の援助を行う。

４．港湾労働者の雇用改善・能力開発を促進するための方策
に関する事項

（１）雇用改善を促進するための方策

イ 国が講ずる措置 ・雇用管理者選任状況については、各事業所ごと５ ・達成。引き続き実施。
○ 雇用管理者の選任の徹底等により、事業主の雇用管理の 年を通じて１００％選任している。

【 】改善の一層の促進を図るとともに、労働基準法等関係法令に 参考資料１のＰ９
定める労働条件の基準の遵守の更なる徹底や労働災害防止計
画の計画的な推進等を図るとともに、関係者の協力を得つつ ・労働災害発生状況 ・引き続き実施。【 、 】参考資料１のＰ14 15
必要な対策が実施されるよう努める。 （死亡者数） （死傷者数） （備考）

平成２５年： ６人 平成２５年：２９６人 平成２３年は、東日本大震災
平成２６年： ５人 平成２６年：３４９人 を直接の起因とする死傷者数
平成２７年： ８人 平成２７年：２８４人 を除いている。
平成２８年：１０人 平成２８年：２８６人
平成２９年： ８人 平成２９年：３３１人

※死亡者数については 「死亡災害報告」による。、

○ 違法就労の防止の観点から、港湾倉庫など港湾区域にお ・平成３０年１０月実施。
ける港湾労働法等の適用関係については、各港湾の実情を勘
案し検討を行う。

ロ センターが講ずる措置 ・雇用管理者研修参加人数（括弧内は開催回数） ・引き続き実施。
【 】○ 港湾労働を取り巻く環境の変化に的確に対応した雇用管 参考資料１のＰ20
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理者研修及び雇用管理の改善に関する相談その他の援助を実 平成２５年度：４３５人（ ６回）
施する。 平成２６年度：４０９人（ ６回）

平成２７年度：４２２人（ ６回）
平成２８年度：３８６人（ ６回）
平成２９年度：３７６人（ ６回）

ハ 事業主及び事業主団体が講ずる措置 ・日曜・夜間荷役等の増減状況については、以下の
○ 日曜・夜間荷役が継続的に行われる場合には、労使間の とおり

（ ）（ ）協議に基づき、交替制勤務の導入等による所定外労働時間の 平成２５年 平成３０年
削減等適切な雇用管理の実施を図るほか、港湾貨物運送事業 ・大幅に増加している： ０．１％ ０．５％
労働災害防止協会の活動を通じ、事業主が協力して労働安全 ・ある程度増加している：４．０％ ５．９％
衛生対策を講ずる等、港湾労働を取り巻く環境の変化に的確 ・特に変化なし： ７２．５％ ６８．２％
に対応した労働環境の整備に努める。 ・減少している： ９．１％ ９．６％

・その他： １４．３％ １５．８％

（港湾運送事業雇用実態調査）

（２）能力開発を促進するための方策

イ 国が講ずる措置 （講師派遣状況） （施設提供状況） ・達成
○ ガントリークレーン等の革新荷役機械に係る教育訓練を 平成２５年度：２１名 平成２５年度：２９２件 港湾技能研修センターにシミ
効果的に実施できるよう、シミュレーターを導入し、ガント 平成２６年度：２２名 平成２６年度：２２２件 ュレーターを導入し、平成２
リークレーンに加えて当該シミュレーターを活用した新たな 平成２７年度：３２名 平成２７年度：１８４件 ６年４月から講習を実施して
講習が行えるよう措置を講じる。 平成２８年度：２５名 平成２８年度：２２３件 いる。

平成２９年度：２３名 平成２９年度：２７３件
【 】参考資料１のＰ18

○ 港湾短大を始めとする公共職業能力開発施設において、 ・港湾技能研修センター訓練実施状況 ・効果的・効率的な教育訓練
荷役機械の技術革新の進展等の港湾労働を取り巻く環境の変 港湾荷役＋クレーン運転 の実施のため、平成２９年度（ ）
化によるニーズの変化に的確に対応した職業訓練の効率的な に上記シミュレーターにトラ【 】参考資料１のＰ19
実施に努めるほか、講師の派遣や施設の提供等事業主が行う 平成２５年度：１，０２０人 ンスファークレーンのシミュ
教育訓練を支援、促進する。 平成２６年度：１，０４８人 レーション機能を追加。引き

平成２７年度：１，０８８人 続き実施。
平成２８年度：１，２２３人
平成２９年度：１，２７０人

○ 港湾技能研修センターにおいて、国により措置されたシ ・教育訓練実施状況（延べ数） ・適切に実施。引き続き実施
ミュレーターを活用した講習を実施するこにより、荷役機械 新採時の訓練実施事業所：８０４事業所 していくこととする。
の技術革新の進展等の港湾労働を取り巻く環境の変化による 在職者の訓練実施事業所：１，３６７事業所 ・雇用保険二事業において、

「 、ニーズの変化に的確に対応した技能労働者の育成するととも （実施形態不問） 平成２７年度より 相談援助
に 港湾労働者に対する相談援助や各種講習を実施するほか ・教育訓練の種類としては 「安全衛生」分野が重 講習、雇用管理者研修または、 、 、

資料３
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認定職業訓練施設に対する補助金制度を活用すること等によ 点的に実施されている傾向と分析 派遣元責任者講習を利用した
る運営基盤の強化、港湾労働者の能力開発・向上に対する事 平成３０年： ８８７事業所 実績のある事業所にかかる当
業主の自覚の高揚に努め、事業主に対して同センターの積極 （平成３０年港湾運送事業雇用実態調査） 年の離職率が、雇用動向調査
的利用を促す。 による前年の全産業の離職率

未満となること」というアウ
トカム目標が加えられた。

ハ 事業主が講ずる措置
○ 雇用する港湾労働者の職業生活の全期間を通じた段階的
かつ体系的な教育訓練を行うよう配慮する。

５．港湾労働者派遣事業の適正な運営を確保するための事項
（１）国が講ずる措置 ・港湾労働者派遣事業の許可の取得率については、 ・引き続き実施
○ 港湾労働者派遣制度の適正な運営を確保するために必要 平成 ２５年度末現在で、２９．０％となっていた 新規許可及び有効期間の更新
な指導を行うとともに、同制度の趣旨の徹底を図る。 ところ。 について適正審査等を実施す
・ 労働者派遣契約の締結に際して、センターのあっせんを受 ・平成２９年度末現在で、２８．９％である。 ることにより、港湾労働者派

。けることが適当であること 遣事業を実施しているところ
・ 港湾労働者派遣事業は自己の営む港湾運送事業に付随して
行うことが適当であること
・ 港湾労働者派遣の役務を専ら特定の者に一方的に提供する
ことを目的として活用すること及び労働者を専ら派遣就業に
従事させることは適当ではないこと
・ 港湾労働者派遣制度の対象とする労働者にはあらかじめ本
人の同意が必要であること
・ 派遣対象とする労働者が主として従事している業務につい
てのみ派遣が認められること
・ 派遣先事業主も派遣中の労働者について法に基づく労働安
全衛生上の措置等を講じる必要があること

○ 港湾労働者派遣制度の実施状況の的確な把握に努めると ・現場パトロール実施事業所数（Ｐ３参照） ・平成２７年３月の港湾労働
ともに、港湾労働者からの申告に対する迅速な対応、現場パ 専門委員会にて 「六大港全体、
トロール及び立入検査の効果的な実施等を通じて、港湾労働 で、上限の７日を利用してい
者派遣制度の適正な運営を図るとともに同制度の更なる活用 る割合がそれほど高いとは言
促進のため、派遣労働者が派遣就業する日数の上限緩和につ えない状況等から、現段階で
いて検討する。 は、就業日数の上限緩和は行

わない」という結論を得た。
港湾労働者派遣制度の実施状
況の的確な把握、現場パトロ
ール及び立入検査の効果的な
実施等については、引き続き
実施。

資料３
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○ センターが行う事業主支援業務及び雇用安定事業関係業 ・事業所訪問指導及び立入検査の実施状況（Ｐ４参 ・適切に実施。引き続き実施
務の実施について必要な指導及び助言を行う。 照） していくこととする。

（２）センターが講ずる措置 ・適宜連携をとっている。
○ 港湾労働者派遣制度に係る情報の迅速な収集及び提供を
これまで以上に積極的に行い、そのあっせん機能の充実及び
強化を図る。

○ 労働者派遣契約の締結のあっせんに係る要請の内容をき ・派遣元責任者講習参加人数（括弧内は開催回数） ・適切に実施。引き続き実施
め細やかに確認するとともに 派遣元責任者研修を行うほか していくこととする。、 、 【 】参考資料１のＰ21
事業主、港湾労働者等に対して、港湾労働者派遣制度に関す 平成２５年度：４７３人（１２回）
る相談その他の援助を行う。 平成２６年度：５１７人（１２回）

平成２７年度：４９５人（１２回）
平成２８年度：５０４人（１２回）
平成２９年度：５２６人（１２回）

（３）事業主及び事業主団体が講ずる措置 ・相談実施件数（Ｐ４参照）
○ 事業所における港湾労働者の需給の状況に関する具体的
かつ詳細な情報を積極的に提供するよう努めるとともに、セ
ンターが行う労働者派遣契約のあっせんに協力するよう努め
る。

○ 港湾労働者派遣制度の許可基準とされている自己の営む
港湾運送事業に付随した派遣事業の実施、適正な派遣料金、
派遣就業の日数の上限等を遵守するとともに、一定の経験・
資格を有する者のみを同制度の対象とし、法に基づく労働安
全衛生上の措置等を的確に実施する等、港湾労働者派遣制度
を制度の趣旨に沿って活用する。

○ 事業主団体は、事業主が講ずる上記の措置について、事
業主に対する周知徹底、必要な助言その他の援助を行う。

資料３


